
８

Ｃ　　　 □ Ｄ　

積

月

極的な企業訪問や用地

　

情報交換を行うととも

５

に「ワンストップサー

日

ビス」による企業サポ

概

ート等に努めた。
■ 

施

計画どおり   
令和

策

　３年度 企業への訪問

名

件数は３３９件、企業

企

からの相談件数は３２

業

９件に達した。
□ 遅

誘

延         

致

の評価 その結果５社が

基

三島市へ進出を決定し

本

た。
□ 進展なし  

目

   
三ツ谷工業団地

標

が完売した。
■ 維持

交

　□ 拡大 今後も継続

流

して、積極的な企業訪

と

問を行う中で、企業情

賑

報や用地情報収集しマ

わ

ッチングを図って行く

い

。
事業区分 □ 自治事

の

務   □ 法定受託

あ

   □ その他
今後

る

の方向性 □ 縮小　□

ま

 改善 既存企業の定着

ち

支援を図るためにも、

要

積極的な情報収集を行

施

う。
（改善措置等）□

策

 休止　□ 終了 令和

の

４年度より、国県及び

目

市の助成金等を容易に

的

診断できる「助成金等

企

自動判断システム（J

業

システム）」を導
計画

誘

対象 ■ 実施計画査定

致

対象  □ 行政改革

や

対象 
□ 廃止　　　

市

　 入した。既存企業

内

の定着支援を行うため

企

に利用を促進していく

業

。

※決算額については

の

、端数処理により、他

定

資料の決算額と差異が

着

生じている場合もあり

に

ます。

より、税収と多様な働

No.

く

事務事業名 活動内容 コ

場

スト（事業費：千円）

を

市単独事業費補助金（

確

企業立地推進課） 令和

保

　２年度 令和　３年度

し

令和　３年度 令和　４

、

年度 令和　２年度 令和

地

　３年度 令和　３年度

域

令和　４年度
活動指標

産

名 単位
実績 計画 実績 計

業

画 決算 当初予算 決算 当

を

初予算
全体事業概要

①

高

ファルマバレー補助金

度

交 件 9 9 10
ファルマ

化

バレー関連事業所家賃

・

等助成事業費補助金 付

活

件数（H24年度から

性

の
ファルマバレー・プ

化

ロジェクトを推進し医

さ

療健康産業 累計） 0 6

せ

,633 7,076 1

る

0,000
を集積する

こ

ため、関連企業の誘致

と

を推進する。
②

サテラ

。

イトオフィス補助 件 6

施

7 7
 金交付件数（H

策

29年度か
サテライト

の

オフィス進出事業費補

方

助金 らの累計） 令和　

向

５年度の優先度
多様な

企

働き方や働く場を確保

業

するためIT関連企業

立

など
③2 のサテライト

地

オフィスの誘致を推進

の

する。 　□ Ａ　　

推

　 □ Ｂ　　　 □

進

 Ｃ　　　 □ Ｄ　

新

ファルマバレー関連事

型

業所家賃等助成事業費

コ

補助金
■ 計画どおり

ロ

   
令和　３年度 医

ナ

療健康産業の集積を促

ウ

進するための企業に対

ィ

しての補助として、新

ル

規で1社を誘致した。

ス

　
□ 遅延     

感

    
の評価 サテラ

染

イトオフィス進出事業

症

費補助金
□ 進展なし

の

     
産業振興、

拡

地域活性化及び雇用機

大

会の拡大を図るための

に

補助として、新規で２

よ

社を誘致した。
■ 維

り

持　□ 拡大 ファルマ

、

バレー関連事業所家賃

緊

等助成金事業費補助金

急

事業区分 □ 自治事務

事

   □ 法定受託 

態

  □ その他
今後の

宣

方向性 □ 縮小　□ 

言

改善 継続した誘致活動

等

を行う。
（改善措置等

が

）□ 休止　□ 終了

発

サテライトオフィス進

令

出事業費補助金
計画対

さ

象 ■ 実施計画査定対

れ

象  □ 行政改革対

て

象 
□ 廃止　　　　

い

 継続した誘致活動を

る

行う。

間は電話やメールなどを活用し、行動制限がない期間は企業へ訪問して誘致活動を行うとと
■ 計画どおり   

令和　３年度 もに、県東京事務所及び県企業立地推進課と連携し、企業誘致に取り組んだ結果、５社の三島市内への立地が決定した。
□ 遅延         

の評価 三ツ谷工業団地は、最後の区画を販売することができ、６区画すべて完売した。
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 新型コロナウィルス感染症の収束が見通せないものの、企業等用地需要や設備投資につながる情報を収集及び把握し、優良企業の誘致に繋げる。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 既存企業が、定着することを目的に、企業等への訪問をする中で、各種企業の状況を把

1

握しながら連携を図る

頁

。

（改善措置等） □ 

令

縮小　　　　 県外企

和

業に対しては、県東京

 

事務所や市内企業のグ

3

ループ会社等を通じて

年

、企業情報を収集し用

度

地情報等とのマッチン

　

グを図る。
□ 改善　

　

　　　  

事務事業評価表（個票

N

）

o. 事務事業名 活動内

課

容 コスト（事業費：千

名

円）

国・県支出金を伴

計

う事業費補助金（企業

画

立地推進課） 令和　２

ま

年度 令和　３年度 令和

ち

　３年度 令和　４年度

づ

令和　２年度 令和　３

く

年度 令和　３年度 令和

り

　４年度
活動指標名 単

部

位
実績 計画 実績 計画 決

企

算 当初予算 決算 当初予

業

算
全体事業概要

①
企業

立

立地事業費補助金交 件

地

17 20 18
企業立地

推

事業費補助金 付件数（

進

H18年度からの
補助

課

金で用地価格を引下げ

作

企業の立地を促すこと

成

で企 累計） 0 731,

日

000 725,500

令

0
業誘致を図り、新規

和

雇用についても補助す

　

ることで雇
②用を促す

４

。

令和　５年度の優先

年

度

③1 　□ Ａ　　　

　

 □ Ｂ　　　 □ 


